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要旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2002 年の母子及び寡婦福祉法等の改正により，児童扶養手当の受給から５年後ま

たは資格取得から７年を経過したら，手当の減額が 2008 年度から行われる予定で

す。既に 2002 年の改正で母子家庭の半数が減額され，2006 年には国庫負担率が

４分の３から３分の１に削減され，今でも苦しい母子の暮らしを直撃しています。 

2003 年度からの母子家庭等自立支援対策にのっとった各自治体の自立支援事業

はいまだに取り組まれていない自治体も多く，職業紹介をされても非正規の仕事，

住宅事情は改善せず，安定した暮らしを営む助けになっている現状ではありませ

ん。 

母子家庭の母親の就労は 83％（うち非正規は 49％），平均収入は子供のいる世帯

の平均年収の約 30％です。児童扶養手当は，仕事と暮らしを両立させて子供を育

てていく上で大きな支えとなっています。2002 年の法律改正の際の付帯決議を守

り，母子家庭が安心して子育てができ，生活できるよう要請するとともに，下記の事

項について，地方自治法第 99 条の規定に基づき，意見書を国の関係機関へ提出

していただくよう請願いたします。  

 

 

 

（裏面につづく） 
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平成１９年 ９月１８日   市民厚生常任委員会 
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記 

 

１ 児童扶養手当の５年間受給後または資格取得７年経過後の減額はしないこと。 

 

１ 2002 年の付帯決議を守り国の責任で実施の促進を図ること。 

  

 

 


